
日本の外国人留学生誘致政策について

留学生10万人計画から30年以上が経過して
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政府・企業間の溝 
政府は外国人留学生を誘致し、卒業
後に日本で「高度外国人材」として
働いてもらう方針。 

日本企業は、「高度人材」をそこま
で求めていない。求めている企業は
限られている。 
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留学生10万人計画

1983年、中曽根総理の時に2000年までに10万人の外
国人留学生を受け入れることを目指した計画


→2003年に10万に達した。


留学生が増加した理由は、「文部省による日本の留
学生政策とほとんど関係のない、日本の出入国管理
政策の変化と各国の留学生政策、もしくは出国政策
の変化」によるものと指摘されている。


当時は日本語学校の基準・認可制度がなく、バブル
の時期ということもあり、建設会社・飲食店が人手
を確保するための日本語学校の設立が相次いだ。


→1988年11月、上海で入学金や授業料を払い込んだ
人々が入国ビザを取得できないことが発生し、上海
日本領事館を取り囲む事件が起きた。


茂住和世 「留学生30万人計画」の実現可能性をめぐる考察 東京情報大学研究論集 Vol.13 No2 pp40-52 (2010) 最終確認2016年9月7日　
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留学生10万人計画の基本的方策

1.大学等における受け入れ態勢の整備

（1）教育指導 
　　-留学生に対する教育指導体制の充実 
　　-留学生の学習に配慮したコース等の拡充 
　　-私費留学生統一試験の海外での実施（渡日前の入学者選考を可
能にする）等 
（2）留学相談と受け入れ世話業務 
　　-現地における留学相談等のための体制の整備 
　　-日本国際教育協会の充実 
　　-大学等における事務組織の整備充実等 
2.留学生のための日本語教育（国内外における日本語教育の推進） 
3.留学生のための宿舎の確保 
4.民間活動等の推進 
5.帰国留学生に対する諸方策 
　　-帰国留学生の活動に対する支援の充実 
　　-帰国留学生に対する諸事業の充実 
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留学生30万人計画

2008年、福田政権時に2020年までに30万人の
外国人留学生を受け入れる計画を発表。



→20万人を突破



日本がグローバル化を進め、高度外国人材を
確保するために外国人留学生を受け入れる必
要性が強調されており、従来の国際貢献への
優先順位は低下した。



→大学卒業後も日本に留まり、日本企業が高
度人材として獲得したい。
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留学生30万人計画の基本的方策

外国人留学生を日本の国益の追求に活用される

位置付けられている



日本再興戦略2016年において明記されている。



日本留学への誘い、入試・入学・入国の入り口の改善等

能動的な施策が打ち出されている。



政府が受け入れたい外国人留学生は、将来、

高度外国人材としての役割を担える外国人留学生である。


☆

 

「グローバル戦略」展開の一環として2020年を目途に留学生受入れ30万人を目指す。

☆

 

大学等の教育研究の国際競争力を高め、優れた留学生を戦略的に獲得。

☆

 

関係省庁・機関等が総合的・有機的に連携して計画を推進

２．入試・入学・入国の入り口の改善２．入試・入学・入国の入り口の改善
～日本留学の円滑化～

○大学の情報発信強化

○渡日前入学許可の推進

○各種手続きの渡日前決定促進

○大学の在籍管理徹底と

入国審査等の簡素化

 

など

４．受入れ環境づくり４．受入れ環境づくり
～安心して勉学に専念できる環境への取組み～

○渡日1年以内は宿舎提供を可能に

○国費留学生制度等の改善・活用

○地域・企業等との交流支援・推進

○国内の日本語教育の充実

○留学生等への生活支援

 

など

５．卒業・修了後の社会の受入れの推進５．卒業・修了後の社会の受入れの推進
～日本の社会のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化～

○産学官が連携した就職支援や起業支援

○在留資格の明確化、在留期間の見直しの検討等

○帰国後のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの充実

 

など

外務省外務省

法務省法務省

経済産業省経済産業省

厚生労働省厚生労働省

国土交通省国土交通省

文部科学省文部科学省

ポ
イ
ン
ト

○積極的留学情報発信

○留学相談強化

○海外での日本語教育の充実

 

など

～日本留学への動機づけ

 
とﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの展開～

１．日本留学への誘い１．日本留学への誘い

大大

 

学学

 

等等

 

海外拠点海外拠点 在外公館在外公館
独立行政法人独立行政法人

 

海外事務所海外事務所
連携連携

母国で入学

 
手続きを

 
可能に！

３．大学等のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の推進３．大学等のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の推進
～魅力ある大学づくり～

○国際化拠点大学(30)の
重点的育成

○英語のみによるコースの拡大

○ﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｸﾞﾘｰ、短期留学等の推進

○大学等の専門的な組織体制の強化

など

企 業 地 域連携 連携

連携

 
支援

留 学

帰 国

就 職

情報発信

宿舎

連携

宿宿

 

舎舎 奨学金奨学金 交流支援交流支援 日本語日本語 生活支援生活支援

「留学生「留学生３０３０万人計画」骨子の概要万人計画」骨子の概要

留学生の

 
雇用の促進

情報

 

発信

母国であらゆる

 
留学情報の入手

 
を可能に！

国際色豊かな

 
キャンパスに

総合的

 
有機的

 
連 携

日本経済再生本部「日本再興戦略2016年」http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf　最終確認：2016年9月7日

文部科学省「留学生30万人計画」骨子http://www.kantei.go.jp/jp/tyoukanpress/rireki/2008/07/29gaiyou.pdf　最終確認：2016年9月7日


Copyright(C)2016 Japan Association for Promotion of Internationalization. All right Reserved 




大学が抱える課題 

＜受け入れ体制＞ 
・英語による授業の実施 
授業を英語・双方向で出来る教員の不足。 
職員の語学力、資料の英語での作成能力。 
 
・授業形式の変更 
授業にディスカッション・プレゼンテーションを組み込むことで、 
学生規模が抑制され収益構造の変化が迫られること。 
 
たとえ、英語圏で学位を取得した人物であっても双方向形式・ 
英語で授業を実施することは難しいのが現状。 
 
 
＜就職支援体制＞ 
・日本に留まって仕事をしたい留学生が多い 
日本での就職希望者に対して、就職活動のノウハウ、ビジネスマナ
ー、ビジネス日本語の習得ができる講座・セミナーの開催 
OB/OG訪問等、日本人学生が得ている機会と同等なプログラムの
提供 
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外国人留学生の就職の現実 

多くの日本企業の社内では英語で十分なコミュニケーションを
とることが出来る日本人社員が限られているのが現実。 

 
＝外国人留学生には高度な日本語能力が求められる 

＜外国人留学生を採用する企業が少ない＞ 
 
主に中小企業・零細企業。 
 
現在の日本では外国人を雇う必要性を感じている企業が少ない。 
日本は1.26億人の人口がいるため、国内で事業が完結してしま
う企業が多い。必要だとしても2~3名程度。 
 
中小企業・零細企業では、雇用するより通訳・翻訳のアルバイ
トで対応するケースが多い。 
 
＜採用意欲が高い企業でも採用数が限定的＞ 
 
主に経団連に加盟する大企業。 
 
グローバル化に対応するため外国人採用の必要性を感じ課題で
あると企業が多い。しかし、語学、仕事に対する価値観、キャ
リアプランが日本人と異なるため受け入れ体制がすぐに整備さ
れない。 
 
外国人の採用数は全従業員数の数%であり、採用基準を満たす
外国人が少ない。 
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就業価値観の違い 

日本以外の国々では揃って、

「高い賃金・充実した福利厚生」が1位。



日本は「良好な人間関係」が1位。



日本企業、日本人従業員の価値観が他の
国々と異なることを反映している。それ
が、日本企業の強みとなっているケース
があり安易に変えることは難しい。



→外国人従業員の価値観を尊重すること
と同時に日本人従業員の価値観も尊重で
きる管理体制を実施する必要がある。



リクルートワークス研究所「Global Career Survey 基本報
告書」2013年
http://www.recruit.jp/news_data/library/pdf/
20130325_01.pdf　（最終確認 2016年9月21日　　）
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日本で働いている外国人・外国人留学生

日本に住みたいが、日本企業では働きたく無い


日本企業に対するイメージが悪い


政府の誘致目的

高度外国人材に日本で働いてもらいたい

外国人留学生から日本企業へ受け入れていく


日本企業の現状

高度外国人材を採用する企業は少ない


意欲が高い企業でも受け入れ人数は限られている

英語人材が少なく、受け入れ体制が整っていない


大学の現状

職員の語学力


英語・双方向授業等の整備が遅れている

就職支援体制が遅れている


留学生受け入れ10万人計画から30年以上が経過し外国人留学生を引き続き受け入れていくことには何も間違いは無い。




数字を追いかけ外国人留学生を呼び寄せていく話ではない。

外国人留学生が高度外国人材として企業からの引き合いが多くはないのが現状である。




大学は、優秀な外国人留学生を誘致することを重要視し、十分な教育を授ける必要性がある。




企業には、外国人高度人材として受け入れるメリット・インセンティブが不十分である。


受け入れ体制・マネージ能力を向上させていく必要がある。
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